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（１）唐津市を取り巻く状況                     

① 人口の動向 

ａ． 人口・世帯数 

唐津市の人口は減少傾向が続いており、平成22年から令和２年の増減では7.5％の減

少と、前回策定前の10年間と比較して減少幅が大きくなっています。さらに、将来人口

の分布をみると、令和２年から令和27年にかけて、市全域で人口が減少していくことが

予測されています。 

一方、世帯数は増加傾向にありますが、前回策定時と比較すると増加幅は小さくなって

います。 

都市計画区域人口の行政区域人口に占める割合は、83.3％と年々増加している一方、

用途地域人口の都市計画区域人口に占める割合は減少傾向にあります。 

また、人口集中地区（DID）の範囲は拡大していますが、人口密度は低下しているた

め、市街地の空洞化（低密度化）の進行が懸念されます。 

【人口及び世帯数の推移】 

 
出典：国勢調査 

 

【総人口の将来見通し】 

 

 

平成7年
(1995年)

平成12年
(2000年)

平成17年
(2005年)

平成22年
(2010年)

平成27年
(2015年)

令和2年
(2020年)

H7～H17
増減率

H22～R2
増減率

人口(人) 137,436 134,144 131,116 126,926 122,785 117,373 ▲ 4.6 ▲ 7.5

世帯数(世帯) 41,703 42,458 43,378 43,651 43,872 44,192 4.0 1.2

世帯人員(人/世帯) 3.30 3.16 3.02 2.91 2.80 2.66 ▲ 0.3 ▲ 0.3

87,700 87,300 86,200 96,772 95,203 97,801 ▲ 1.7 1.1

61,800 60,700 57,283 53,866 53,630 57,083 ▲ 7.3 6.0

63.8% 65.1% 65.7% 76.2% 77.5% 83.3% - -

70.5% 69.5% 66.5% 55.7% 56.3% 58.4% - -

行政区域

都市計画区域人口(人)

用途地域人口(人)

都市計画区域人口の行政区域
人口に占める割合(％)

用途地域人口の都市計画区域
人口に占める割合(％)

26.8％減 

(約3.1万人減)

17.4％減 

(約2.5万人減)

出典：S60～R2は国勢調査、 

R7以降は国立社会保障・人口問題研究所(令和5年推計)
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【100ｍメッシュ別の人口分布（2020年）】 

 
 

 
【100ｍメッシュ別の人口分布（2040年）】 

 

   出典：国土数値情報 

【用途地域周辺拡大図】 

【用途地域周辺拡大図】
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【100ｍメッシュ別の人口分布の変化（2020年→2040年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口集中地区（DID）※の変遷】 

 
 

 

 

西暦(和暦) 面積(ha) 人口(人)
人口密度(人/ha)

(1ha当たりの人口)

1980(H55)年 740 40,103 54.2

1990(H2)年 830 38,452 46.3

2000(H12)年 920 36,901 40.1

2010(H22)年 930 36,217 38.9

2020(R2)年 1,300 42,044 32.3
出典：国勢調査 

国土数値情報 

【人口集中地区（DID）の面積と人口の推移】 

【用途地域周辺拡大図】 

出典：国土数値情報

※人口密度が1ha当たり40人以上の基本単位区が 

互いに連坦して人口5,000人以上となる地区 

市全域で人口が

減少する見込み 
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ｂ． 年齢別人口 

人口推計では、今後も人口減少が続くことが見込まれ、令和27年には9万人を割り、

85,955人になると予測されています。一方、高齢化は進行し、令和２年に32.7％であ

った高齢化率は、令和27年には40.8％にまで上昇することが見込まれています。 

 

【年齢３区分別人口と高齢化率の推移】 

 

 

【年齢構成の人口ピラミッドの変化】 

【1980（S55）年】 

 

【2000（H12）年】 

 
 
【2020（R2）年】 

 

 
【2040（R22）年】 

 

 

8.1P上昇 

出典：S60～R2は国勢調査、 

R7以降は国立社会保障・人口問題研究所(令和5年推計)

17.5千人 

(12.3%) 

32.5千人 

(22.9%) 

92.2千人 

(64.8%) 

22.0千人 

(16.4%) 

82.9千人 

(64.8%) 

29.2千人 

(21.8%) 

16.0千人 

(13.7%) 

62.6千人 

(53.5%) 

38.4千人 

(32.8%) 

9.9千人 

(10.8%) 

45.7千人 

(50.0%) 

36.0千人 

(39.2%) 
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② 産業の動向 

ａ． 商業の状況 

令和5年の唐津市中心市街地内の各商店街における営業店舗数が153店舗であり、平成

21年と比較すると大手通り商店街以外の営業店舗数が減少傾向にあります。 

中心市街地内の商店街の空き店舗率を見ると、全体の空き店舗率は微増しており、特に

京町商店街や呉服商店街の空き店舗率が高く、人口減少や高齢化とも相まって、中心市街

地内の商店街の活力低下が懸念されます。 

大規模店舗（床面積1,000㎡以上）の立地状況を見ると、用途地域縁辺部への立地が

多く、特に近年は幹線道路沿いの郊外に立地する傾向にあり、市街地の空洞化による中心

市街地の賑わいの衰退が懸念されます。 

 

【中心市街地内の各商店街における営業店舗数の推移】 

 

 

【中心市街地内の各商店街における空き店舗率の推移】 

 

   

95 87
52

40
29

1624

24

186

153

0

50

100

150

200

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

中町商店街 呉服町商店街 京町商店街 大手通り商店街 全体

12.8% 13.0%

26.9%

35.0%29.3%

38.5%38.5%

29.4%

22.8% 23.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

中町商店街 呉服町商店街 京町商店街 大手通り商店街 全体

出典：各年商業統計調査、経済センサス
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【大規模小売店舗の立地状況（都市計画区域拡大図）】 

 

 
  

出典：大規模小売店舗要覧
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ｂ． 工業の状況 

工業の状況では、沿岸部に工業系の用途地域が指定されており、国道沿いに唐津石志工

業団地と新産業集積エリア唐津の2箇所の工業団地が整備されています。 

また、平成22年以降の企業進出（立地）協定の締結件数は32件（令和5年度末現在）

あり、多くが唐津地区や浜玉地区などの中央地域に進出（立地）しています。 

 

【工業用地の分布状況と誘致状況（都市計画区域拡大図）】 

 

 

 

進出場所（地域）
進出（立地）
件数

割合(%)

中央地域(唐津・浜玉・北波多） 28 87.5%

南部地域（厳木・相知） 3 9.4%

北部地域（鎮西・呼子） 1 3.1%

唐津市全域 32 100%

出典：都市計画基礎調査(H29)
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③ 土地利用の動向 

ａ．土地利用別現況 

平成29年の土地利用の状況をみると、住宅地等に利用される都市的土地利用の割合

は、都市計画区域で約17％、用途地域で約75％、用途地域外で約12％となっており、

平成18年と比較すると、用途地域内の都市的土地利用の割合が1.1ポイント微増してい

ます。 

 

【土地利用区分別割合の変化】 

 
  

都市的土地利用

都市的土地利用

都市的土地利用

出典：都市計画基礎調査(H18、H29)
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ｂ． 開発の状況（新築・農地転用・開発許可） 

開発の状況をみると、主に住居系や商業系の開発が多く、特に用途地域縁辺部における

開発が増加傾向にあります。また、新築動向では、住居系を中心に用途地域内での新築が

多くなっています。 

農地転用をみると、住居系や、その他（駐車場・太陽光発電など）の転用も多く、全体

の約34％が都市計画区域外における転用となっています。 

 

【開発許可・新築・農地転用の状況】 

 

 

【開発許可の状況】 

 

2007年
(H19)

2008年
(H20)

2009年
(H21)

2010年
(H22)

2011年
(H23)

2012年
(H24)

2013年
(H25)

2014年
(H26)

2015年
(H27)

2018年
(H28)

住居系 商業系 工業系 公共系 その他 計

件数 0 2 0 0 1 1 0 1 3 0 5 5 0 0 1 11

面積(ha) 0 1 0 0 0 1 0 1 1 0 2.8 3.3 0.0 0.0 0.5 6.7

件数 5 3 2 2 2 3 8 7 7 12 29 17 2 0 4 52

面積(ha) 2.4 1.7 1.9 1.2 1.3 6.4 6.4 5.8 5.9 7.5 15.1 17.9 1.5 0.0 6.6 41.2

件数 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1 3

面積(ha) 0.0 16.0 0.0 6.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 1.5 0.0 16.0 0.0 6.2 23.7

件数 164 249 193 191 204 187 212 202 185 183 1,698 137 65 128 10 2,038

面積(ha) 3.0 4.7 3.5 2.6 3.9 3.4 3.9 2.8 3.4 2.8 24.6 3.3 1.9 4.7 0.2 34.8

件数 149 206 157 135 183 137 182 159 183 179 1,389 118 56 130 25 1,718

面積(ha) 2.9 4.4 3.2 2.5 3.9 1.8 3.4 1.9 4.0 4.4 23.4 3.2 2.3 3.9 0.4 33.2

件数 - - - - - - - - - - - - - - - -

面積(ha) - - - - - - - - - - - - - - - -

件数 43 45 41 35 38 40 36 39 33 37 269 30 0 9 79 387

面積(ha) 3.5 2.9 3.3 2.7 3.0 3.1 2.3 3.3 2.6 2.1 20.7 3.5 0.0 1.0 3.8 29.0

件数 87 62 53 57 49 67 89 89 73 58 256 30 17 18 363 684

面積(ha) 12.7 7.2 7.1 7.5 7.0 9.0 13.5 20.0 14.5 14.6 28.7 12.4 2.5 3.9 65.5 113.1

件数 47 39 28 43 38 30 42 43 45 30 76 7 8 10 284 385

面積(ha) 7.4 4.5 4.8 6.1 7.3 6.2 8.7 9.5 11.9 6.6 3.1 1.3 0.5 1.2 66.9 73.0

農
地
転
用

用途地域

用途
地域外

都市計画
区域外

開
発
許
可

用途地域

用途
地域外

都市計画
区域外

新
築
建
物

用途地域

用途
地域外

都市計画
区域外

用途地域の縁辺部に

おける開発が多い 

【用途地域周辺拡大図】 

出典：都市計画基礎調査(H29)
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【新築の状況】

【用途地域周辺拡大図】

出典：都市計画基礎調査(H29)

【農地転用の状況】 

出典：庁内資料 
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ｃ．空き家の状況 

住宅・土地統計調査結果によると、空き家数は年々増加傾向にあり、平成30年には約

8,000棟、空き家率は15.8％と佐賀県平均（14.3％）や全国平均（13.6％）よりも高

くなっていますが、直近の調査では、やや改善している状況です。 

空き家の分布状況をみると、特に用途地域内に多く、市街地の空洞化がみられます。ま

た、空き家の不良度を見ると、状態の悪いランクC・Dの空き家も散見されます。 

人口減少や高齢化により空家が増加することで、防災性・防犯性が低下するとともに、

低未利用地の増加により地域活力の低下が懸念されます。 

 

【空き家数及び空き家率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住宅・土地統計調査 

【空き家の分布状況】 

 

 

出典：庁内資料（空き家対策室） 

ランク 判定内容

A
管理に特に問題がなく、現況のまま利用
可能

B
管理が行き届いていないが、当面の保
安上の危険は少ない

C
管理が行き届いておらず、損傷が激しい
ため保安上危険となる恐れがある

D
倒壊の危険性があり、修繕や解体など
の緊急度が高い
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④ 公共建築物の状況 

本市の公共建築物は、昭和40年頃から55年頃にかけて整備が進められ、その後は減少

傾向に転じるものの延べ床面積は増加し続け、平成27年には79.7万㎡に上っています。 

今後60年間における公共建築物の更新・大規模改修に要する経費の試算では、投資総

額4,371.4億円、平均投資年額72.9億円となっており、施設の整備・更新においては、

将来人口を見据えた適正規模とし、施設の民間譲渡や機能集約による統廃合など、公共施

設等総合管理計画に基づく取り組みを前提とした保有面積の縮減が必要です。 

【公共建築物の建設年度別整備状況（延床面積）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公共建築物の更新・大規模改修に要する経費の年度別推計額 ※対策なしの場合】 

 

  

出典：唐津市公共施設等総合管理計画 
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⑤ 交通の状況 

ａ．道路ネットワークの状況 

本市の道路ネットワークの状況は、福岡都市圏と結ぶ西九州自動車道や、佐賀市方面を

結ぶ国道203号、国道323号などにより広域交通ネットワークが形成されています。 

一方、佐賀市方面と結ぶ高規格道路である佐賀唐津道路については、唐津相知間が未事

業化区間となっており、早期事業化による広域幹線ネットワークの形成や、交通渋滞の解

消が求められています。 

 

【道路ネットワークの状況】 

 

 

 

  

出典：国土数値情報




